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人と暮らしをまもるパートナー

号外

　政府は防衛費を５年間で総額43兆円捻出す
るために、「防衛力強化資金」を創設するなど
としていますが、そこには医療施設や医療労働
者の待遇改善のため、またコロナ禍で苦しむ中
小企業向け融資のためのお金の流用が含まれ
ます。復興特別所得税の流用も浮上していま
す。「歳出削減」では社会保障や教育関係費が

　岸田政権が昨年末に閣議決定した
「安保３文書」は、軍事費を倍増させ、
23年度～27年度にかける防衛費を総
額43兆円とし、敵基地攻撃能力を保
有するとしています。これは「専守
防衛」原則や憲法を逸脱するもので、
私たちの暮らしも心配です。

　昨年12月に岸田政権が閣議決定した安保３文書、その
最大のポイントは敵基地攻撃能力（反撃能力）を持つこと
です。これは、想定する「敵国」が攻撃に「着手」した段階で、
日本がその「敵国」を攻撃できるという能力です。敵基地
のみならず司令部のある政府も攻撃対象となります。何
千kmも飛ぶ長射程ミサイル等の購入が予定されています。
　いつどこで攻撃「着手」したのか判断は難しく、国際

ターゲットになるでしょう。国債発行や増税も検討されていま
す。本来国民の生活のために使われるべき財源が軍備に流用
され、増税・国債の乱発がなされれば、私たちの生活は圧迫
され、さらなる物価高騰にもつながります。軍備のために生
活が犠牲になる。これは「いつか来た道」ではないでしょうか？

法違反の「先制攻撃」と変わりません。政府がとってきた「専守防衛」す
ら投げ捨て、憲法９条をふみにじるものです。集団的自衛権を認めた安
保法制のもとで、米国が始める戦争に米国と一体化して日本が戦争す
ることになる極めて危険な内容です。

　岸田政権は2027年度までに防
衛費を２倍にしてGDP比２％に達
するよう定めました。 米国が、
2020年９月に日本に対し防衛費を
GDP比２％以上に増やすよう要請
したことに応えたものです。
　イラクやアフガニスタンでの先
制攻撃に使われたトマホークミサイル（約三億円）等
の攻撃的兵器の導入が予定され、日本は隣国に脅
威を与える世界第三位の軍事大国になってしまい
ます。憲法にも「専守防衛」原則にも反する戦後
最大の安保政策の大転換は許されません。

・防衛費は当初予算
・対GDP比のうち、2010年～2021年はSIPRI（ストック
ホルム国際平和研究所）による

・2027年は2021年度のGDP（当初見通し）から推計
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防衛費を対GDP比２％にすると

11兆円以上！
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世界銀行「世界の軍事費ランキング」各国2020年、購買力平価（単位：100万ドル）

防衛費２倍で
世界３位の軍事大国！

現時点でも世界９位
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暮らしのためのお金も増額分に

「安保３文書」でアメリカと軍事一体化

防衛費2倍化=世界第３位の軍事大国に
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わたしたちの暮らしは？
防衛費増額大軍拡の

ための で

※2023年1月23日付東京新聞、2023年2月1日衆議院予算委員会での宮本徹議員質問、「我が国の防衛力の抜本的な強化等
のために必要な財源の確保に関する特別措置法案」参照

【 政府の方針 】 こんなお金まで防衛費に!?

約26兆円
(            )現行の防衛予算
約5兆円×5年分

+17兆円
•国立病院機構の積立金
　（422億円）
•地域医療機能推進機構の
積立金（324億円）

•中小企業向け融資の基金
（2350億円）など

防衛力強化資金（4.6兆円）

歳出削減（３兆円）

増税（３兆円規模？）

建設国債など
•社会保障関係費の削減？

5年で43兆円
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国家安全保障戦略
（日本にいる人々の生活を保障）

国家防衛戦略
（攻撃したくない国を目指す）

防衛力整備計画
（軍事費削って福祉・教育へ）

【私たちが考える憲法９条を活かした安保３文書（安全保障政策）】

●平和外交で日本の安全を
守る

●食料・エネルギー自給率
100%に、自然災害への
備え

●農業・自然再生エネルギ
ーの振興、原発廃炉

●核兵器禁止条約批准、非
核3原則厳守

●アニメ・音楽・自然・日
本文化等の積極的な発信

●教育の充実・科学技術振
興、世界の貧困・温暖化
対策技術を無償で提供し
国際貢献する

●核兵器廃止・軍縮の先頭
にたつ

●東南アジア諸国連合（AS
EAN）と友好協力条約を
結び「平和の東アジア」
を目指す

●共同軍事演習の即時中止

●最強の防衛は世界の軍縮・
非核化

●四谷姉妹を「９条大使」に
して、日本の憲法９条を
世界に広げる

　軍事による抑止力は際限のない軍拡競争を引き起こし、偶発的衝突の可
能性が高まり、平和を守るどころか戦争を引き起こす結果になります。憂
慮されている「台湾有事」で戦争を避けるには、日本が米中間の緊張緩和に
努める外交を行うべきです。中国に対しては「力による現状変更」を批判し
国際社会に国際法の順守を求め、米国には、超大国による世界戦争回避を
求める平和外交こそが必要です。

岸　松江

軍事的抑止力論は危険を高める

署名にご協力下さい

加部歩人

　中国は、人口は日本の11
倍、GDPは約４倍、兵力は
約９倍という超大国です。
輸出入においても日本の最
大の貿易相手国であり、中
国本土には世界のどの国よ
りも多くの日本企業の海外
拠点があります。日中友好条約を締結して
おり、経済的にも文化的にも関係が深い中
国との戦争なんてあり得ません。
　米国の想定する「台湾有事」に巻き込ま
れることは避けなければならず、外交によ
る話し合いこそ行うべきです。
　そこで、平和のための安全保障政策を考
えてみました！

【私たちが考える憲法９条を活かした安保３文書（安全保障政策）】全保障政策）】全 　中国は、人口は日本の11

ほかに平和を守る方法は？

　専守防衛をふみにじり、憲法違反となる「安保３文書」改定を撤回させ、大増税
から私たちのくらしを守るため署名を同封しました。皆様、ぜひご協力をお願い
します。同封の返信用封筒にてお送り下さい。
　また、自由法曹団がオンライン署名を集めていますので、併せてご協力下さい。
右のQRコードからお願いします。

わたしたちの暮らしは？
防衛費増額大軍拡の

ための で

子育て
・
教育

大学授業料の
無償化

児童手当の高校ま
での延長と所得制
限撤廃

小・中学校の
給食費無償

受給権者（4951万
人）全員に1人年12
万円を追加で支給

公的保険医療の自
己負担（1～3割）
をゼロに

現在10%の税率か
ら、2%を引き下げ

1.8兆円

1兆円

4386億円

4兆
8612億円

5兆
1837億円

4兆
3146億円

　防衛費を２倍にするためには、現行の
防衛予算よりも年間５兆円を増額するこ
とになります。その５兆円を私たちの暮
らしのために使うとすれば、各分野にお
いて下記のようなことができます。
　教育・福祉・医療の充実こそ求められています。

増額分「年間５兆円」
を暮らしにまわしたら

岸　朋弘

医療

年金

消費税

※東京新聞　2022年6月3日よりマンガ：藤井昌子


